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［研究ノート］

わが国の離島交通と離島物流（２）

－長崎県の離島物流について－

山 本 　 裕

Ⅰ はじめに

わが国の離島交通と離島物流に関する研究業績は決して多くはないが、

一定の蓄積があるといえる。日本離島センター（1973）『離島航路の現状

とその対策に関する報告書』は島民に対する意識調査と現地調査（宮城大

島、甑島など）を行った。日本旅客船協会（1982）『離島航路調査研究報

告』は離島交通分野におけるミニマム水準を明示し、現地調査（五島列島

など）も行っている。中条（1983）は日本旅客船協会（1982）を補ったも

のである。また、日本離島センター（1998）『離島地域における総合的輸

送システム基礎調査 報告書』は規制緩和の中の離島航路と離島空路を紹

介し、事例として福江島（五島）を取りあげている。松本（2009）は離島

航路における補助制度の問題点を指摘している。長谷（2012）は海外の事

例を紹介しており、スコットランドやデンマークの離島航路の助成に関す

る記述がある。苦瀬（2012）はサプライチェーンやロジスティクスの視点

で離島の物流をとらえた斬新さがある。山本（2013）では長崎県の離島航

路に焦点をあてたが、本稿はおもに海運を通して長崎県の離島物流を考察

したものである。特にⅢ章で取りあげた地元協議会に出席する機会を得て、

離島交通の利用者（生産者）や輸送業者、行政の声を集約し、さらにそれ

を通じて離島物流の課題を抽出できたことはこれまでの研究にみられない
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点であり、長崎県の課題は離島を抱える全国共通の問題でもあると考える。

Ⅱ 長崎県の離島物流の実際

１ 離島物流の概要

（１）航空貨物輸送の制約

長崎県には70余りの有人島嶼があり1、先行研究の現地調査でも何度か

取りあげられているように離島交通・物流で課題をかかえる。今日の長崎

県の離島物流を概観すると、空運に大きな制約があることが指摘できる2。

県の離島空路には福江・長崎、対馬・長崎、壱岐・長崎、福江・福岡、そ

して対馬・福岡の５ルートがある。対馬・福岡便には中型機が就航してい

るものの3、その他の路線には座席数39名のオリエンタルエアーブリッジ

（ORC）の小型機２機が就航しており4、ベリーでの貨物輸送には制限が

ある5。また、上五島（中通島）と小値賀島にも空港はあるが現在では定

期便の就航は休止状態にある。したがって、離島と本土とのおもな輸送は

海上輸送になる。

海上輸送ではガット船による土・砂利やバラ積み船による木材、タン

カーによるガソリンの輸送は自家輸送を含んだインダストリアル・キャリ

ッジであり他の内航輸送と変わらない。しかし産業に乏しい長崎県の離島

１ 長崎県の離島の概要については「長崎県離島振興計画の概要について」『しま』

235も合わせて参照いただきたい。

２ 空港別の貨物取扱量は対馬403㌧、福江238㌧、壱岐２トン（平成24年 出所

国土交通省ＨＰ）。

３ 2014年１月現在は、ANAによるオペレーション。機材はボーイング737（ダッ

シュ400～800）。

４ 機材は DHC－8－201。また、福江・福岡便では ANAが74席の DHC‐Q400で

独自のオペレーションも行っている。

５ ORCは福江、壱岐、対馬・長崎便は45kg未満で、福江・福岡便は60kg以下の

条件で貨物事業を行っている。
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にあっては、島民の生活物資や一次産品の流動を捉えることが島の姿を正

しく表すと考えることができる。そこで、本稿では長崎県の離島の主要な

港のフェリー貨物（トラックとバス・自家用車の車両と車両以外の貨物6）

の流動に注目し、ここではそれらを定期船（貨物）と定義することにする。

長崎県の各離島には本土と同様に地域の大型スーパーやドラッグストアな

どの量販店があるが、それらの物流は本土側にある物流センターからドア

ツードアでトラック輸送されている。近年海運会社が在来型の定期船から

RORO船にシフトしてきた理由の一つはここにある。

本稿の離島における主要な港とは対馬の厳原港、壱岐の郷ノ浦港、上五

島の有川港、福江島（下五島）の福江港とした。フェリーには RORO船

での輸送を含み、特に本来のフェリーを意味する時は旅客フェリーと表記

した。なお、水産品の輸送は専用運搬船で博多港などへ直接運び込まれる

こともあることも付言しておく。

（２）定期船貨物の概要

定期船の貨物輸送量は2008年以降では福江港が毎年150万トン以上の取

扱量があり、離島の主要港湾のなかでは最大であったが、2012年は対馬の

厳原港が157万トンで最大となっている（図表１）。これは、それまで在来

船で博多と対馬の運航をしていた海運会社7が2011年10月から博多・厳原

に RORO船の新造船を投入して航路を開設したこと理由が考えられる。

また、各港湾の基準年（2008年）の取扱量を100として伸長をみると、

有川港が毎年確実に伸ばし2012年には126となっている（図表２）。また、

厳原港は2012年一年間の伸長が大きく、123となったが、これは先述のよ

うに新規航路の寄与が大きいと思われる。一方で、福江港は2010年の105

が最高で2012年には94まで下がっている。

６ 車両以外にはコンテナなどが含まれる。

７ 福岡に本社を置く対州海運。対州海運の情報はホームページとヒアリングによ

るもの。
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図表１ 長崎県離島主要港の定期船貨物の取扱量

出所：長崎県土木部港湾課。福江と厳原は外貿を含む。有川
と郷の浦は外貿の実績なし。

図表２ 長崎県離島主要港の定期船貨物の伸長

（基準年＝100）

出所：長崎県土木部港湾課。

（３）フェリーによる車両輸送

伸長がみられる有川港と厳原港について分析を進めるとフェリーによる

車両輸送が大きく伸びていることがわかった。有川港の基準年からの伸長

は2009年が105、2010年が110、2011年が121、そして2012年には151となっ

ている（図表３）。一方で、車両以外の輸送は2009年が96、2010年も95、

2011年は86、2012年は84と一貫して減少していることがわかる。

なお、佐世保・有川は離島航路ではめずらしくダブルトラック（複数企
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業の参入）となっていた。多くの離島航路が欠損を出すなかで、ダブルト

ラックとなると公的な助成金も得られず、近年の燃料油の高騰もあって経

営的にはたいへん厳しいといわれる。複数の航路をもつ大手海運会社であ

れば内部補填も考えうるが、航路数が少ない離島航路の海運会社ではそれ

も厳しい。

ところで、2013年の５月をもって佐世保・有川の旅客フェリー航路を撤

退した企業がある8。同社は同じ航路の RORO船も廃止しており、同航路

で減便による貨物量の変化や滞留がみられるのか、あるいは、上五島から

別の長崎航路（奈良尾港）や五島・博多航路（若松港、青方港）にシフト

されるのか注視する必要がある。他航路へのシフトが確認されなければ、

RORO船を含めたダブルトラックはこれまで供給過剰であったというこ

ともできる9。

図表３ 有川港（上五島）と厳原港（対馬）

定期船貨物の伸長（基準年＝100）

出所：長崎県土木部港湾課。

８ 旧大石海運を引き継いだ美咲回送が2002年５月から旅客フェリーで佐世保・有
川、小値賀、宇久航路に参入。2008年に経営破綻後、鹿児島のいわさきグループ
の支援を受けてきたが2013年５月をもって業務を休止している。

９ 上五島と下五島にはそれぞれ長崎県内の佐世保港と長崎港からの航路と博多港
を起点とする野母商船の大きく２つのルートがある。海運会社へのヒアリングで
両ルートは補完的な側面もあるが、代替的で競合する側面もあることを確認した。
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一方の厳原港の車両の輸送量は漸増ではなく、2012年に大きく伸びてい

ることが確認できる。2011年の10月から RORO船の運航を開始した対馬

海運は旅客を意識せず深夜・早朝に航行し、旅客フェリーでは出荷時間が

合わない水産品や生鮮類を獲得したとしている。ちなみに対州海運の博

多・厳原の往航は博多23:00発、3:00着、復航は厳原9：10発、13：10着

（2014年3月現在）である10。また、2012年は土木工事が多く資材や特殊

車両の搬入も確認された11。本来生活航路である離島フェリーの貨物量が

公共工事や土木工事に依存する一面も理解できた一方で、それが航路開設

や休止にまで影響を及ぼす可能性があるとの認識をもつことも重要であろ

う。

更に車両輸送の移出入の違いに目を向けると有川港で移出に大きな伸び

がみられることがわかる。基準年から毎年伸びているが2012年は倍近くの

190に達している（図表４）。これは小型トラックの伸長が1.01倍とほぼ横

図表４ 有川港のフェリーによる車両輸送（基準年＝100）

出所：長崎県土木部港湾課。

10 旅客フェリー（九州郵船）のスケジュールは一日２往復で博多発00：10と

10：00、厳原発は8：50と15：25である（2014年３月）。

11 対馬市の土木予算は2010年14億3537万円、2011年16億1056万円、2012年22億

7360万円（対馬市のホームページによる）。



���������������� ��������������

��

ばいで推移するなかで、特大トラックが1.66倍、大型トラックが2.59倍と

大幅に増加しているためである。

統計からは厳原港の車両輸送に特異な現象が現れている。それは、移出

と移入が同じような増減の傾向を辿っていることである。基準年から2011

年をみると移出は93に、移入は91にそれぞれ減少している（図表５）。し

かしそれが2012年には移出は130、移入は139と両者とも大幅に伸びている。

図表５ 厳原港のフェリーによる車両輸送（基準年＝100）

出所：長崎県土木部港湾課。

（４）統計上の制約

本稿は長崎県の統計を利用したが、執筆中に各年移出入の数字が似通っ

た港があったため違和感を覚え確認したところ、トラックやトレーラは実

入りでも空でも一定の換算値を使っていることが分かった12。したがって、

上五島のように複数のフェリー港（有川、青方、若松、奈良尾）があり、

移出入で別のルートが考えられる離島以外では特定の港湾の移出入が同じ

ような数字になることが否めない。また海運会社へのヒアリングでは、実

12 換算値は特大（トラック）70、大型50、普通30、小型10、トラック・トレーラー

（その他扱い）110である。
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需要が変らなくてもトラックを大型から小型に変え輸送頻度を高めること

があることを指摘された。この場合も統計では異なった数字として表れる

可能性がある。

Ⅲ 離島における物流・流通政策

１ 離島流通効率化事業について

（１）事業の目的と概要

離島の流通や物流の支援については、これまでもガソリン流通コスト支

援事業や魚介類の移出費用の補助、畜産飼料の運賃補助、生活物資（品目

は限定）の輸送費補助などが国や自治体で進められてきた。本稿で取りあ

げる離島流通効率化事業（以下、効率化事業）は「離島における生活物資

や生産品の移入・移出等流通の効率化に効果のある施設や機材の設置、導

入を支援することで離島振興につなげていくことを目的」としている13。

前章でみたように長崎県の離島における輸送分担率は海運が圧倒的で、効

率化事業の輸送主体も旅客フェリーや RORO船であるため本項で紹介し、

さらに、詳細に検討する。事業は平成24年度に創設され、25年度からは本

土側の施設整備や運搬船の改良も対象となっている。また、本事業の特徴

としては異業種の複数の者が共同で利用することによる流通（物流）の効

率化が謳われている点であるが筆者が出席した長崎県内の協議会では、こ

の「異業種の共同利用」が、実施に至るハードルを高くするケースもみら

れた。なお、国の補助率は1／2で、自治体によっては独自の加算も考えら

れる。

（２）平成24年度実施事業の紹介

長崎県では平成24年度は事業を導入するにあたっての地元での検討会議

13 国土交通省国土政策局離島振興課（2013）44～53ページ。
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にあてたが、他都県では早速事業を実施した離島もあった。長崎県の事業

の参考にもなるため、一覧を作成し掲げた（図表６）。

図表６ 離島流通効率化事業実施例

出所：日本離島センター、『しま』No.234（2013年6月）より筆者作成。

実施例をみると離島物流の検討課題が浮かびあがってくる。まず、荷役

や荷捌きの作業効率が求められている点である。フォークリフトの導入は

その一例で、これまで十分な台数が揃っていなかったことがうかがえる。

高齢化が本土以上に進む離島にあっては手作業から機械化を進め、物流に

かかる人員の省力化が求められる。次に冷凍・冷蔵関連の施設整備が挙げ

られている。荒天のため欠航し出荷が予定通りにできない場合、鮮度を保

持するための施設は欠かせない。また、フェリーには冷凍庫や冷蔵庫がな

いため、鮮度や品質管理を必要とする産品には保冷車のもちこみも必要で
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ある。コンテナの導入は貨物をユニット・ロード化し積載効率や荷役作業

の向上につながる。

（３）長崎県の地元協議会

長崎県では具体的な効率化事業をすすめる前に、平成24年度は離島ごと

に地元協議会を開き、事業の可能性について検討された。協議会の場所は

対馬、壱岐、上五島、福江島のほか長崎市（高島・池島）、佐世保市（宇

久島）、小値賀島、平戸市（的形大島、度島）の８か所で、長崎市を除い

ては各２回開催されている。おもな出席者は図表７に示しており、生産者

として農協、漁協、森林組合、畜産会社が、物流業者としては海運会社、

宅配便企業が、そして県や市、町などの行政と商工会なども出席している。

ちなみに筆者は、主催者のアドバイザーとして７回の協議会に出席した。

以下、議論の内容を通して離島物流の課題を掲げ、対応策もできるだけ提

示した。

図表７ 長崎県の地元協議会

出所：2013年「離島流通効率化・コスト改善方策検討事業報告」より筆者作成。

① 生産者の立場からの議論

一次産品の生産者からは本土の生産者との厳しい価格競争にさらされな
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がらも、何とか生産を続けたい、できれば離島の事情に合った物流・流通

システムを作って売価を高め、さらに、コストを引き下げて少しでも元手

を多く残したい。このような生の声が直接、間接に聞かれた。

これまでも生産者は農協や漁協を通じて、また、一部の生産者は独自に

販路を開拓することによって、物流・流通分野でも改善を重ねている。議

論を通じて生産者にとって必要とされることは、具体的にどれほどコスト

が下がるのかを明示できるような改善策の導入である。

生産者は現在１箱200円の輸送料金がいくらになるのか期待するのであ

り、低減が叶うのであれば、これまで難しいとされた共同集荷場への持ち

込みや、ミルクランを行う共同トラックの導入も今後検討したいとしてい

る。これは対馬市の会議で聞かれた議論である。ただし、施設の整備や機

材の導入には、それとは別にオペレーションコストが掛かるため、それを

勘案した低減額の算出は容易ではない。主催者からいくつかの効率化のモ

デルは提示されたが、金額に関する具体的なシミュレーションには至らな

かった。

現実的には、生産者も既存の流通ルートにだけに満足するのではなく、

一度改善策を導入して、不具合があればそれを不断に改善していく努力も

求められよう。この支援事業は既存の離島流通システムの見直しの機会を

提供するものと感じた。

② 物流業者のノウハウの活用を

行政による施策の導入は生産者の足元の経済厚生の向上を目指す一方

で、今後５年10年先を見据えた改善策も必要となる。小値賀町では生産者

の高齢化が待ったなしで進むため、今後集荷場までの輸送支援も考えるべ

きとの意見があった。このような場合には共同トラックの導入が有効であ

るし、宅配便のもつネットワークを活用できる可能性もある。

離島物流における物流業者のノウハウの活用を考えると、離島では生産

者と物流業者との直接的な接点が少ない中で宅配便はもっとも身近な存在



������������ ��������������

��

といえる。そこで、共同トラックを宅配便事業者が使い、宅配業務の傍ら

一次産品のミルクラン集荷も考えられないだろうか。一部の宅配事業者は

離島への料金加算をしていない。事業者による経営方針の違いや内部補て

んとも考えられるが、料金加算を必要としない業者の工夫や営業努力もう

かがえる。離島でもこのような宅配便事業者など物流専門業者14の知恵を

引きだし活用すべきである。会議では生産者の議論による自身の物流改革

の難しさも考えさせられたが、事業を具体化させるためには、物流専門業

者の経験やノウハウを補ったうえで個別協議会に入るべきだと感じた。

ところで、東日本大震災の教訓として、今日では社会的インフラとさえ

呼べるコンビニと宅配便のネットワークの有効利用が専門家からあがっ

た。地域物流の視点からも同様のことが言えよう。

③ 海運会社の立場からの議論

改善策にはフェリー会社などの物流会社に直接コンテナやトラックの購

入を支援するアイデアがあがった。一方で本土と往復するトラック購入の

支援は、保有事業者が帰り荷の確保を前提としないと空車にも運賃が掛か

り割高なコストになるとの指摘がなされた。事業化にあたっては十分に検

討すべき点である。

ユニット・ロードを促進するコンテナ利用の妙味は混載を可能とし、さ

らに、ドアツードアの輸送であるが、積み替え作業が発生すると反対にコ

ストが嵩むことにもなる。また、経済性を高めるには一定の大きさのコン

テナが有効であるが、離島での安全走行や陸上作業機材の制約も勘案する

必要がある。フェリー会社によっては島の道路事情を勘案した独自のサイ

ズのコンテナを利用するため、その製造コストの助成を求める声もあった。

フェリー会社の本土側での共同作業場の設置は営業（競争）上の問題で

14 離島航路ではフェリーや RORO船を運航する海運会社が傘下にトラック会社
や倉庫を保有することも多く、海上輸送だけではなく離島での流通・物流全体に
大きくかかわっている。
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なかなか合意が得られなかった。さらに、長崎県の離島航路の特徴として

壱岐や対馬を結ぶ航路は唐津港や博多港が起点となるため、場合によって

は他県の港湾管理者との調整も必要となる難しさもある。

ところで、長崎県の旅客フェリーや RORO船で近年撤退する事業者が

あり、物流だけではなく旅客にも影響がでていることが何度か協議会で指

摘された。離島航路は生活航路である。割安な料金で参入し、クリームス

キーミングのあと数年間で撤退してしまえば住民や既存事業者にも多大な

迷惑となる。離島航路の参入退出には指定区間制度があるため一般の航路

より厳しいとされるが、ダブルトラックとなると助成も止まることになる。

しかし、航路によってはダブルトラックは必ずしも２航路分の旅客や貨物

量を示すものではなく、航路の実態をよく踏まえた検討の必要性を痛感し

た15。

専門家として地元協議会に立ち会い、事業化を進めるにあたって留意す

べき点を以下のようにまとめた。

Ⅰ．生産者の改善策導入の動機づけが高まるよう、個別事業で低減できる

コストの幅を事前に明示する。

Ⅱ．現在の生産者を資する直接的な改善策の提示。さらに、生産者の高齢

化や漁協などの集約が進むことを勘案した５～10年先を見据えた改善策

の提示。

Ⅲ．宅配事業者や旅客フェリー・RORO船会社（傘下の物流事業者を含

む）などの物流専門業者の知恵と経験を引きだす。できれば、機材単品

の購入で良しとせず、アイデアとの組み合わせによる離島の事情に合っ

た新たなシステムを構築する。さらに、導入したシステムのさらなる改

善には不断に取り組む。

Ⅳ．各事業の効果を高めるためにも、流通コストの改善策と生産品のブラ

ンド化やマーケティングを同時に行い、生産品価格の上昇にも努める。

15 「指定区間」については山本（2013）第３章を参照されたい。
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Ⅳ むすびにかえて

最後に離島からの直接の輸出入に言及しておきたい。離島の輸出入は、

本土側の市場との取り引きが追加的な輸送コストのため劣位におかれるの

であれば、販路をむしろ直接海外に求めるべきとの考えからである。

対馬では林業（丸太）の輸出業者と水産業の輸出入業者に話を聞くこと

ができた（2014年２月）。丸太は韓国に輸出されており、バラ積みの貨物

船で運んでいる。1回の量は1000立米以上で、輸出を待つ丸太は港に野積

みされていた。2013年は７～８回の輸出実績である。問題は、コンテナの

ような小ロットで輸出できないこと積出港（峰港）が不開港のため、厳原

港に寄港する必要があることだ。

写真１ 対馬からの丸太の輸出

写真提供：長崎県対馬振興局 筆者撮影

ヒアリングに応じた水産業者は日本では食さないぬたウナギを韓国に輸

出して、韓国からはアナゴを輸入しているとのことであった。こちらも木

材と同様韓国の取引き先が手配する活魚船を利用しており、アナゴは２日

に一度、大型の活魚車で博多港経由で関東の市場まで出荷しているとのこ

とであった。

ところで対馬では厳原・比田勝と釜山が高速船で結ばれており旅客数が

急速に増加している。北部の比田勝まではわずか１時間15分ほどの距離で
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ある。この状況を考えると、離島の国際航路はコンテナ船よりもむしろ旅

客と車両が運べる国際フェリーの利便性が高そうである。事実ヒアリング

では、バラ積船や専用船の単位ではなく小口での輸出入の希望が事業者か

ら聞かれた。かつて那覇と石垣から台湾を結ぶ国際フェリーがあったが16、

長崎の離島から国際フェリーが就航すると画期的である。ただし、迅速な

CIQや北部九州では下関・釜山間で先行するトラックのダブルナンバー

などの制度が普及する必要もある17。北部九州と日中韓を結ぶ高速船物流

に離島を起点とする航路が加わるとネットワークの密度が増すだけではな

く、北海道や日本海の離島の先行事例にもなりこれまでとは異なった地方

振興となりうる。

附記

第３章の（３）長崎県の地元協議会に関しては「離島流通効率化・コスト改善方

策検討事業報告」（2013）の筆者作成「総評」を大幅に加筆修正したものである。

また本稿は、平成25年度長崎県立大学大学プロジェクトによる研究費助成の成果の

一部である。なお、統計資料に制約があること、離島流通効率化に関しては事業の

紹介にとどまるため今回は「研究ノート」とした。
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